
令和４年度 第２回古賀市国民健康保険運営協議会議事録 

 

 

【会議の名称】 令和４年度第２回古賀市国民健康保険運営協議会 

 

【日時・場所】 令和４年１１月１８日（金） １９：００～２０：００ 

古賀市役所第２庁舎５階大会議室 

 

【主な議題】  （１）令和３年度決算について 

（２）市国保の状況について 

（３）今後の国保制度に関して  

 

【傍聴者数】  ０人 

 

【出席委員】  竹村文男会長、芝尾郁恵会長代理、藤本芳博委員、三輪敏委員、 

武市尚久委員、竹下文隆委員、矢野洋子委員、中野恵里子委員、 

        （欠席委員：永嶋恵美委員） 

 

【事務局】   市民部長（清水）、市民国保課長（中村）、国保係長（前田）、国保係（安藤）、

健康介護課長（宮上）、健診指導係長（斉藤）、健診指導係（阿部） 

        （庶務担当部署：市民国保課） 

 

【配布資料】  ・令和３年度決算（国民健康保険特別会計） 

        ・収支、基金の状況（国民健康保険特別会計） 

        ・保険給付費（療養給付費、療養費）の現状 

        ・国民健康保険（現年課税分）の現状 

        ・被保険者数の現状（社会保険適用拡大の影響） 

        ・県内均一化、令和６年度以降の保険税について 

        ・その他の国民健康保険制度に関連する国の動き等について 

        ・（参考資料１）マイナンバーカードが健康保険証として利用できます！ 

        ・（参考資料２）国民健康保険の保険料（税）の賦課（課税）限度額について 

・医療保険制度改革について 

        ・特定健診・特定保健指導（法定報告）について 

         



【会議の内容】 

 

１．開会 

 

２．会長あいさつ 

 

３．議事 

（１）令和３年度決算について 

（２）市国保の状況について 

（３）今後の国保制度に関して  

 （資料説明：国保係長、健診指導係長） 

 

竹村会長：令和３年度はコロナの事業者支給金による所得増に伴う保険税収の一時的な増加等

により財政的に若干の潤いがあったが、あくまでも特例的なものである。国民健康

保険への加入自体が減ってきているが、財政的にはどう影響していくのか。医療費

は増加して加入者は減っていくなかで国民健康保険税についてどのように考えてい

く必要があるのか。 

       

市民国保課長：国民健康保険は税金が主な原資となっている。平成３０年度以降の仕組みとし

ては、福岡県が県内各市町村から納付金を集め、各市町村が支払う保険給付費

にあてられるように交付金という形で県内各市町村に交付している。令和６年

度以降に県が示す国保税の均一化の方向性をふまえ、基金を活用しつつ、急激

な増税は抑えながらでも均一化の方向性に沿って対応することを想定している。 

  

竹村会長：今後、受診増加等により保険給付費は増大する。国民健康保険税が現状のままで推

移していくことは考えにくい。 

 

市民国保課長：このままの税率で数年先までいけるかは断言できない状況である。均一化して

いく段階において、県の基金や市の基金を活用しながら、イメージとしては税

率を上げていく方向になっていくと想定している。 

少なくとも２０４０年度に高齢者の人口がピークとなり、一人当たり医療費も

あがっていく。それに伴い税額も上げざるを得ない。 

古賀市では原則３年に１度国民健康保険税の税率改定について検討することと

しており、来年の令和５年度が２年目となる。福岡県が令和６年度に今後の方

向性を示すため、そこでは何かしら議論をしていく必要があると考えている。  

 



 

芝尾委員：マイナンバーカードと健康保険証の一体化の説明の中で、国が令和６年度秋に保険

証の廃止を目指しているとの説明があったが、市として一体化の促進に向けどのよ

うな取り組みを実施していく予定か。 

  

市民国保係長：国民健康保険に限っての話になるが、７月の当初納付書送付時期に促進のチラ

シを同封している。また、マイナンバーカードの申請や交付時にマイナポイン

トとあわせて説明を行っている。今後も引き続き啓発に向けた取り組みをして

いく予定である。 

 

藤本委員：令和３年度の全国平均の受診率についてはコロナ前に戻ってきているということだ

が、今後は休業補償等による自営業者の所得も元にもどり、被保険者数の減少等も

相まって税収が減少していくのが目に見えている。基金にも限りがあるため、次の

国民健康保険税の税率改定の際には、増額改定も仕方がないように思える。 

 

竹村会長：世帯収入の増加があまり見られないなかにおいてインフレ等による支出が増加して

おり、そういう状況下において国民健康保険税を増税することは、厳しい対応を迫

られることになる。来年度以降の税の値上げに関しては慎重な姿勢が問われる。 

 

芝尾委員：特定健診について県の平均よりも実績が良かったが、何か特別な取り組みを行った

のか。 

 

健診指導係長：令和３年度は受診勧奨に力を入れた。対象者によって案内文書を変えて受診勧

奨を行った。 

 

 

５．閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


